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公立河北中央病院 経営強化プラン 

 

 

１．はじめに  

 

公立河北中央病院（以下「河北中央病院」という。）は、昭和26年に河北

郡国民健康保険団体連合会により開設、昭和34年に経営を津幡町に移管さ

れ、津幡町国民健康保険直営河北中央病院となりました。令和３年４月には

現在の「公立河北中央病院」に名称変更し、現在に至っております。 

その間に改築などを行い、平成12年には一般病床80床のうち20床を療養型

病床として運営しましたが、一般医療のニーズや一般病床の地域における要

請を受け、療養病床を急性期型一般病床へ再転換し、当病院は救急医療の受

け入れや健康診断などの検査を担い、急性期医療と在宅療養の中間的病院の

役割を果たしてきました。 

しかし、河北中央病院を取り巻く環境は、国の医療費抑制政策（社会保

障・税の一体改革など）や、地方交付税の大幅削減等により大変厳しい状況

にあり、診療報酬制度改定等の医療環境の変化を踏まえながら、必要医業収

益確保並びに経営効率化に向けた様々な経営課題を早急に解決しなければな

らない状況に置かれています。 

河北中央病院ではこれまで、「河北中央病院 改革プラン（平成24年３

月）」、「河北中央病院 新改革プラン（平成29年３月）」と総務省の指導

の下で２回にわたる改革プランを策定・実行してきました。 

更に、前回の「新改革プラン」が策定された平成29年３月以降、現在に至

るまで３回の診療報酬制度改定（平成30年４月、令和２年４月、令和４年４

月）が行われ、介護報酬制度改定も平成30年、令和３年４月に実施され、医

療・介護を取り巻く環境も持続可能な制度構築を目指して変化が続いていま

す。 

特に診療報酬は平成26年以降５回連続（10年間）での総額マイナス改定と

なっており、河北中央病院のみならず医療界全体において収益確保が困難な

状況となっています。 

一方で、介護保険制度も平成12年４月創設から令和４年度末の２２年間で

サービス利用者数が149万人から516万人と3.5倍に増加し、今後予測される

働き手の減少と高齢人口割合の増加を前に、給付の抑制と負担増を余儀なく

されることが避けられない状況です。 
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【図１】診療報酬・介護報酬改定率の推移 
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２．公立河北中央病院の現状と病院を取り巻く環境   

 

（１）ポスト2025年の医療・介護提供体制 

前回の新改革プラン（平成29年３月）では、団塊の世代（昭和22～24年生

まれ）が全員75歳に達する2025年を一つのターニングポイントと捉え、

「2025年における医療・介護サービスのあるべき姿の実現」に向けた様々な

国の施策に沿った経営改革を行ってきました。 

そして2024年度を目前とした今、国の施策は更にその先の「ポスト2025

年」に視点を移しています。 

 

【図２】ポスト2025年に対応した医療・介護提供体制の姿 

 
社会保障審議会・医療分科会資料（令和5年9月29日）より抜粋 

 

これらポスト2025の施策に対応して行くには、次の「３つの柱」の実現を

通じて、患者・利用者など国民が必要な情報に基づいて適切な選択を行

い 、安心感が確保されるものでなければなりません。 

 

①医療・介護を提供する主体の連携により、必要なときに「治し、支える」

医療や個別ニーズに寄り添った柔軟かつ多様な介護が地域で完結して受け

られること 

②地域に健康・医療・介護等に関して必要なときに相談できる専門職やその

連携が確保され、さらにそれを自ら選ぶことができること 

③健康・医療・介護情報に関する安全・安心の情報基盤が整備されることに

より、自らの情報を基に、適切な医療・介護を効果的・効率的に受けるこ

とができること 

 

ポスト2025年の施策を含む医療計画は５年毎、介護保険事業計画は３年毎

に都道府県毎に策定され、地域における医療・介護提供体制の基本方針とな

ります。 
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河北中央病院は津幡町唯一の一般急性期病院として、「治し、支える」医

療の実現を通して地域医療への貢献を目指して行きます。  

 

【図３】ポスト2025年に対応した医療・介護提供体制の姿 

 

 

 

（２）河北中央病院における構造改革  

医業経営は、「構造（ストラクチャー）」「経過（プロセス）」「成果

（アウトカム）」の３つの要素で構成されており、経営資源（構造）を有効

に活動させること（経過）により、業績（成果）を上げ、その利益を経営資

源に再投資する循環が健全な経営に必要不可欠となります。 

河北中央病院では、病院管理棟（旧しらとり長寿支援センター）が平成22

年３月31日に津幡町より河北中央病院に移管されました。これを機会に河北

中央病院の公立病院として果たすべき役割と目指すべき姿について、改革プ

ラン（平成24年３月）・新改革プラン（平成29年３月）を踏まえて、様々な

施設・設備投資を行ってきました。 
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河北中央病院における施設・設備等投資の実績（平成22年度以降） 

実施時期 施設・設備等投資内容  

平成22年度 
・管理棟耐震補強工事 

・オーダリングシステム導入 

平成23年度 

・病院改修工事 

（リハ室拡張、地域連携室・相談室等の設置） 

・看護支援システム導入 

・物品管理システム導入 

平成25年度 

・ＣＴ撮影装置購入 

・電子カルテシステム導入 

・地域医療連携システム導入 

平成26年度 ・病棟再編工事（80床→60床） 

平成27年度 

・内視鏡システム購入 

・Ｘ線骨密度測定装置購入 

・ストレス検査システム購入 

・光干渉式眼軸長測定装置購入 

平成28年度 

・電子カルテ・オーダリングシステム導入 

・白内障手術装置更新 

・電動油圧式手術台更新 

平成29年度 ・手術用照明装置更新 

令和２年度 
・手術用顕微鏡購入 

・内視鏡手術機器更新 

令和３年度 ・電子内視鏡システム購入 

令和４年度 

・医療情報システム更新 

・全身用Ｘ線ＣＴ装置購入 

・超音波画像診断装置更新 

 

必要医業収益確保には適時・適切な投資（医療機器の更新など）が必要不

可欠であり、今後も引き続き構造改革を進めて行く必要があります。特に、

国が主導する医療ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）への取り組

みは、人材不足に対する対応策としても有効であり、少人数でも質の高い医

療サービスを提供して行く上で不可欠と考えております。  

そのような中で、令和２年に就任した渕崎宇一郎院長は、平成26年より６
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年間にわたり河北中央病院の経営改革に尽力し大きな業績を残した寺崎前院

長に引き続き、強力なリーダーシップにより診療の質の向上と経営改革を進

められており、コロナ禍の中でも安定した経営に手腕を発揮されています。 

令和元年度には新型コロナウイルス関連補助金を除いて７年ぶりに黒字転

換し、令和２年度以降も最終黒字が継続していることから、津幡町による新

病院移転新築計画が令和６年度より検討開始となる予定となっています。  

 

 

（３）河北中央病院の体制等   

河北中央病院の診療体制は、次の通りとなっています。  

・救急告示病院 

・病床数      60床 

・診療科      ７科（内科、外科、整形外科、眼科、皮膚科、婦人

科、リハビリテーション科） 

・常勤医師     ５人 

・薬剤師      １人 

・看護職員     52人 

・看護補助者    ３人 

・介護福祉士    ２人 

・診療放射線技師  ３人 

・臨床検査技師   ４人 

・管理栄養士    ２人 

・理学療法士    10人 

・作業療法士    ５人 

・言語聴覚士    １人 

・視能訓練士    １人 

・事務       15人 

・その他      ３人 ／合計107人（令和６年１月１日現在） 

 

※医療事務部門・栄養食事部門は委託のため上記人数に含みません。  

 

 

（４）河北中央病院の診療圏における患者動向  

①ICD大分類別入院患者数  

石川県の受療率から推測される津幡町の推計入院患者数のうち、河北中央

病院の患者数が占める割合（占有率）は、資料１の通りです。 

河北中央病院が強みとする内科・整形外科における占有率は入院47％、外
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来18％となっており、前回調査の水準を維持しています。 

平成30年５月には、急性期病院からの在宅復帰目的患者の受け入れや在

宅・施設等からの急性増悪に対応するため、地域包括ケア病床を25床に増床

し、地域密着型の病院としてのポジションを強化することで、新規入院患者

の入院ルート拡大を図っています。 

 

【資料１】 津幡町における推計患者数と河北中央病院占有率 

 

 

②河北中央病院における救急受け入れの状況  

河北中央病院は石川県より二次救急医療機関の指定を受けており、津幡町

唯一の公的病院として救急医療分野にも積極的に取り組んでいます。しかし

ながら、資料２に示す通り、津幡町における救急患者のうち、河北中央病

院で受け入れている割合は22％に過ぎず、大部分は金沢医科大学病院などの

金沢市内基幹病院に集中している現状にあります。石川中央医療圏全体に目

を向ければ、金沢医科大学病院を含む金沢市内の５病院に二次医療圏全体に

おける救急搬送件数の約６割が集中しています。 

津幡町から流出している救急患者の中で、特に件数が多い疾患は、消化器

系疾患、循環器系疾患、呼吸器系疾患、神経系疾患、外傷・熱傷等となって

います。これらの疾患の中には、河北中央病院でも対応可能なケースも含ま
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れていることから、町民が安心して暮らすことができるよう、「断らない救

急」な掲げて積極的な救急受入を行ってきました。令和４年度には、前年の

２倍以上となる260人の救急患者受入実績となりました。  

さらに、金沢医科大学病院をはじめとした救急搬送件数が多い急性期病院

との連携を強化し、前述の地域包括ケア病棟への転換によって急性期治療後

のポストアキュート機能を充実させることで、地域住民が住み慣れた津幡町

での安心できる暮らしを支え、紹介率の向上、病床利用率の維持・向上を目

指しています。 

 

【資料２】 河北中央病院における救急患者受入状況の年次推移 

 

 

 

資料３で示される通り、石川県において公的病院と民間病院を比較した

場合、公的病院は病院数で全病院の30.8％（病床数では全病院の44.0％）で

あるのに対して、救急搬送患者の67.2％を担っている状況にあります。 

救急医療は24時間365日の受入体制整備など、通常医療よりもコストがか

かることから、経営的な面で民間病院では対応しにくい部分もあります。し

かしながら、公的病院である河北中央病院の使命として、町民の暮らしを支

えるために、不採算分野であっても対応すべき部分にはしっかりと対応して

行きます。 
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【資料３】 河北中央病院における救急患者受入状況の年次推移 
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（５）河北中央病院の診療圏における今後の医療需要予測  

①津幡町における将来人口・患者数予測  

資料４に示す通り、津幡町においては既に人口減少期に入っています

が、高齢者人口は2050年頃までは増加傾向にあり、医療需要・介護需要共に

増加することが予測されています。 

 

【資料４】津幡町における今後の人口予測及び医療・介護需要予測 

 

 

河北中央病院の入院医療における主要疾患（消化器系、整形外科系、眼科

系）のうち、特に「循環器系」「外傷・骨折」「呼吸器系」の入院患者数増

加が見込まれています。外来医療においても同様に、循環器・整形・呼吸器

の医療需要は増え続ける傾向にあります。  

よって、今後の患者数増加による医療需要増が見込まれる領域について

は、常勤の医師確保などの診療体制及びスタッフの教育・研修の計画的な展

開によって充実を図る必要性があります。  

 

②在宅医療への取り組み 

平成30年の地域包括ケア病棟届出を契機に、地域の在宅医療を支える「在

宅療養支援病院」としての機能強化を図り、在宅医療への取り組みも積極的

に取り組んでいます。 

現状、内科を中心とした診療体制が充実しており、内科医師による訪問診
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療も2023年度から開始、今後は看取りにも対応して行く方針です。 

【図５】の通り、全国的に見ても訪問診療のニーズは増加しており、今後

も入院医療から介護・在宅へのシフトが進んで行くことも予測され、地域の

医療ニーズ対応面でも取り組みが必要不可欠です。 

 

【図５】訪問診療の将来的なニーズ  

 

  

津幡町においては 2040 年以降 

に訪問診療のニーズのピーク 
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３．公立病院経営強化ガイドラインに基づく公立病院改革  

 

（１）公立病院経営強化ガイドライン策定の背景  

公立病院は地域医療の確保のため重要な役割を果たしているものの、多く

の公立病院において経営状況の悪化等により医療提供体制の維持が極めて厳

しい状況になっています。そのような中で平成19年、総務省の主導により

「公立病院改革ガイドライン」が策定され、全国の公立病院は独自に改革プ

ランを定めて経営改革に取り組んできました。 

これまで、各地方公共団体において、病院機能の再編や地域医療ネットワ

ーク構築、経営形態の見直しなど、病院事業の経営改革の取り組みが行われ

てきたところですが、依然として、医師・看護師等の不足、人口減少や少子

高齢化の急速な進展に伴う医療需要の変化、医療の高度化といった経営環境

の急激な変化等を背景とする厳しい環境が続いており、持続可能な経営を確

保できていない公立病院が多い実態があります。中でも不採算地区病院をは

じめとする中小規模の病院においては、医師・看護師等の確保が進んでおら

ず、特に厳しい状況に置かれているため、経営強化の取り組みにより、持続

可能な地域医療提供体制を確保していくことが求められています。 

更に、公立病院は新型コロナウイルス感染症への対応において積極的な病

床確保と入院患者の受け入れ、発熱外来の設置やＰＣＲ検査、ワクチン接種

等で中核的な役割を果たしているところであり、感染症拡大時に公立病院の

果たす役割の重要性が改めて認識されました。  

将来的に起こり得るパンデミックに備え、各病院の機能分化・連携強化等

を通じた役割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保の取り組みを平

時からより一層進めておく必要性が浮き彫りとなったと言えます。  

 

 

（２）国の医療政策の動向と公立病院の課題  

国においては、今後も人口減少や少子高齢化が続く中、各地域において将

来の医療需要を見据えつつ、新興感染症等や大規模災害などの緊急事態が発

生した際にも機動的・弾力的に対応できるよう、質が高く効率的で持続可能

な医療提供体制を整備するため、地域医療構想や地域包括ケアシステム、医

師の働き方改革や偏在対策といった各種施策を一体的に推進しています。 

地域医療構想については、いわゆる「地域医療・介護総合確保法」によ

り、都道府県が令和７年（2025年）の医療需要と病床の必要量を推計し、そ

の実現に向けて取り組むこととされたところであり、各都道府県において取

り組みが進められています。 

尚、時期と同じくして2024年４月より「医師の働き方改革」の全面施行に
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より、医師に対しても時間外労働規制が適用されることとなり、現在でも医

師不足に直面している公立病院にとって、多くの医師の時間外労働時間が短

縮されることで更に厳しい状況となることが予測され、対策が喫緊の課題と

なっています。 

公立病院の経営強化は、こうした医療政策の動向を十分に踏まえながら進

めていく必要があります。 

 

（３）公立病院経営強化の基本的な考え方  

今後の公立病院経営強化の目指すところは、公共と民間の適切な機能・役

割分担の下で、地域において必要な医療提供体制の確保を図り、その中で公

立病院が安定した経営の下でへき地医療・不採算医療や高度・先進医療等を

提供する重要な役割を継続的に担っていくことができるようにすることにあ

ります。 

前述した公立病院が直面する様々な課題のほとんどは、医師・看護師等の

不足・偏在や人口減少・少子高齢化に伴う医療需要の変化に起因するもので

あり、これらの課題に対応し、持続可能な地域医療提供体制を確保するため

には、医師確保等を進めつつ、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全

体で最大限効率的に活用するという視点を最も重視し、新興感染症の感染拡

大時等の対応という視点も持って、公立病院の経営を強化していくことが重

要となります。 

そのためには、地域の中で各公立病院が担うべき役割・機能を改めて見直

し、明確化・最適化した上で、病院間の連携を強化する「機能分化・連携強

化」を進めていくことが最重要課題であり、特に機能分化・連携強化を通じ

て、中核的医療を行う基幹病院に急性期機能を集約し医師・看護師等を確保

するとともに、基幹病院から不採算地区病院をはじめとする基幹病院以外の

病院への医師・看護師等の派遣等の連携を強化していくことが重要です。  

その際、公立病院間の連携のみならず、公的病院、民間病院との連携のほ

か、かかりつけ医機能を担っている診療所等との連携強化も重要となりま

す。 

 

（４）公立病院として果たすべき役割と目指すべき病院の姿  

河北中央病院は、津幡町民に医療を提供するとともに、町内で唯一の一般

病床を備える病院として二次救急医療を提供できる医療体制を維持してきま

した。今後も、採算性を考慮しながらも救急医療体制は堅持し、他の医療機

関との連携を進めて行く必要があります。 

特に入院医療については、現状の医療体制や患者層を踏まえ、地域包括ケ

アシステムを意識した機能の充実を図ることが不可欠であり、これからも高
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齢化が益々進展する中で、在宅医療など町民が求める医療を適切に提供して

いく体制を充実させて行くと共に、町民の健康を守る立場から予防医療への

役割を積極的に果たして行かなければなりません。 

河北中央病院は、地域における役割と使命を果たすために、以下のミッシ

ョン・ビジョン・バリューを掲げて全職員が一丸となって取り組みます。  

 

■河北中央病院の理念と方針  

 

ミッション（存在意義、使命） 

地域に密着した医療を提供し、安心して暮らせるまちづくりに貢献 

します 

 

ビジョン（めざすべき将来像） 

•地域の健康長寿社会を実現します  

•医療・介護・福祉・保健の分野で密接な連携を構築します  

•公立病院として公益性をもった医療を提供します  

•地域の超高齢社会を支えます  

•質の高い地域医療、安全安心の医療を提供します  

•住民から親しまれ、選ばれる病院をめざします  

•職員が誇りとやりがいを持って働ける病院であり続けます  

・地域を支える優れた医療人を育成します  

 

バリュー（職員が共有する価値観、行動指針） 

［公立病院としての責務］  

•利益ではなく公益性を追求します  

［密接な地域連携］  

•地域の医療・介護・福祉・保健の分野で密接に連携します  

［直接的な住民との関わり］  

•疾病の知識と予防の啓発活動をします  

•住民と顔の見える関係を築きます  

［深い思いやり］  

•家族に接するような深い思いやりを持って患者さんに接します  

•患者さんの権利を尊重します  

［安全で質の高い医療の追求］  

•質の高い医療を提供するため、努力し続けます  

•医療の安全を最大限に配慮します  
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［継続的な改善努力］  

•常に創意工夫、情報収集に努め、改善し続けます  

［最高のチーム力とスキルアップ］  

•多職種による最高のチーム力で取り組みます  

•職員一人一人がスキルアップに努めます  

•優れた人材育成のため、職員を教育します  

［医療の発展への貢献］  

•臨床研究・臨床試験に取り組みます  

•積極的に学術活動を行います  
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４．公立河北中央病院  経営強化プラン  

 

公立病院を巡る状況は、その立地条件や医療機能などにより様々であり、経

営強化に係るプランの内容は一律のものとはなり得ないことから、各地方公共

団体が、各々の地域と公立病院が置かれた実情を踏まえつつ、ガイドラインを

参考に経営強化プランを策定し、これを主体的に実施することが期待されてい

ます。 

また、経営強化プランは、当該公立病院の地域医療構想に係る具体的対応方

針として位置付けることとされていることも踏まえ、地域医療構想と整合的で

あることが求められています。 

更に、これまでの改革プラン等による取り組み状況や成果を検証するととも

に、地域医療構想の実現や地域包括ケアシステムの構築の推進を図る観点も踏

まえつつ、更なる経営強化のための取り組みについて、次の（１）～（５）に

掲げる「経営強化プラン」を策定するものとされています。  

 

■経営強化プランの概要  

（１）役割・機能の最適化と連携の強化  

（２）医師・看護師等の確保と働き方改革  

（３）経営形態の見直し 

（４）新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取り組み 

（５）施設・設備の最適化 

（６）経営の効率化等 

 

 

（１）役割・機能の最適化と連携の強化  

①地域医療構想等を踏まえた、河北中央病院の果たすべき役割・機能  

令和元年、厚生労働省は市町村などが運営する公立病院と日本赤十字社な

どが運営する公的病院の25％超にあたる全国424病院について「再編統合に

ついて特に議論が必要」とする分析をまとめ、病院名を公表しました。 

そのリストに河北中央病院も含まれていましたが、その後の河北中央病院

の経営状況の改善や、津幡町において急性期一般病床を運営する病院である

こともあり、地域医療構想調整会議（令和５年１月）において「地域包括ケ

アシステムの中核として、質の高い医療・介護・生活支援を提供することに

より、切れ目のない地域完結型医療を担う」ことが求められています。 

河北中央病院はこれまでも改革プラン・新改革プランに基づいて病棟再編
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を進めてきましたが、今後も地域医療構想において示される必要病床数や診

療機能などの医療提供体制の在り方、並びに石川県全体の将来人口・医療需

要推計、更には本町周辺地域における医療機関の医療提供状況を踏まえつ

つ、その実現に資することを目指し、引き続き経営強化プランに基づく経営

改善を進めて行きます。 

 

②地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能 

地域密着型の中小病院においては、介護保険事業との整合性を確保しつ

つ、在宅医療に関する具体的機能を示すことで、地域包括ケアシステムの構

築に向けて果たすべき役割を明確することが必要です。 

河北中央病院では、平成26年度より地域の医療機関・介護サービス事業所

を対象とした「地域連携の会」を定期的に開催し、ID LINKなどを活用した

医療・介護連携、症例カンファレンスや連携セミナーの開催なども積極的に

展開しています。 

また、新改革プラン（平成29年３月）において取り組み課題としていた開

放型病床（地域の診療所との病床の共同利用）の施設基準届出を行ったほ

か、地域における在宅医療を後方から支える在宅療養支援病院の施設基準届

出も行い、地域のバックベッドとしての機能を着実に強化しています。 

更に、既述の通り平成30年５月に地域包括ケア入院医療管理料の届出を行

ったことにより、地域包括ケアシステムを支える地域中核的病院としてのポ

ジショニングを明確にしました。 

在宅医療の分野においても、令和５年度から内科診療体制の充実を図り、

訪問や看取りなどの在宅診療を強化しています。その結果、令和６年２月に

は、単独型での「強化型」在宅療養支援病院としての届出も行いました。 

 

【図６】 地域包括ケア病床の機能・役割 
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③機能分化・連携強化  

河北中央病院が属する石川中央医療圏における地域医療構想調整会議で

は、急性期機能を「高度・重症の受け入れ」と「軽症・中等症の受け入れ」

等の役割に分化し、更に急性期を担う病院から回復期を担う病院への転院の

円滑化に向けて協議が続けられています。  

 

【図７】石川中央医療圏における医療機能の整理（案） 

 

石川中央医療圏地域医療構想調整会議資料（令和5年7月20日）より抜粋 

 

議論の中で、河北中央病院は以下の医療機能を持つ病院として位置付けら

れています。 

・ポストアキュート（急性期治療後の受け入れ） 

・サブアキュート（軽症・中等症急性期）  

・回復期リハビリテーション 

・在宅の後方支援 

 

更に、地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき機能・役割とし

て、以下の取り組みが求められています。  

・地域の中核的病院として急性期医療を提供  

【数値目標】手術件数年間200件以上 
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・地域包括ケア病棟等の活用による在宅復帰支援  

【数値目標】在宅復帰率90％以上の維持 

・レスパイト目的の入院受け入れ  

【数値目標】年間30件以上 

・地域連携室や居宅介護支援事業所等による地域の医療機関等との連携  

【数値目標】25箇所以上の連携先と年３回以上の面談実績  

・健康教室や出前講座などの啓蒙事業  

【数値目標】年４回以上実施 

・健康維持増進に関する保健、介護（フレイル）予防事業  

【数値目標】地域における健康維持増進事業に講師派遣を年２回以上  

・地域包括ケアシステムに関わる者を対象とした研修会の開催  

【数値目標】地域の医療機関・介護事業所も参加可能な研修を年２回以 

上実施 

 

これらの取り組みについては既に改革プラン・新改革プランにも位置付け

られており、既に実施済みの内容でもありますが、今後更に取り組みを充実

させ、地域医療への貢献を深めて行くこととします。  

 

④入院機能の強化・充実  

平成26年に初めて地域包括ケア病床の届出（６床）を行って以降、河北中

央病院における病床運用は診療体制や患者の受入状況に合わせて、適切な病

床数を見極めながら増床の届出を繰り返し行ってきました。 

しかし、令和３年５月には新型コロナ患者の入院医療需要の増加を受け、

新型コロナ対応力の拡大のため一般病床を拡大（地域包括ケア病床は縮小）

させ、今後も診療報酬を見極めながら、適切な医業収益を確保しながら公的

病院として果たすべき役割を担って行きます。 

 

【図８】 地域包括ケア病床届出数の推移 

届出日 地域包括ケア病床数 

平成 26 年 10 月 6 床 

平成 27 年 12 月 12 床 

平成 28 年４月 14 床 

平成 29 年５月 17 床 

平成 29 年９月 20 床 

平成 30 年５月 25 床 

令和３年５月 14 床 
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地域包括ケア病床は一般病床と比較して入院日数が長く設定されているこ

ともあり、病床稼働率の安定化など経営面での貢献も大きく、2021年度に

コロナ禍による一時的な病床稼働低下はあったものの、資料５に示す通

り、救急を中心に職員の患者受入に対する意識もより一層高まり、病床稼働

率は現在に至るまで向上を続け、比例して必要医業収益確保に貢献していま

す。 

 

【資料５】河北中央病院における病床稼働率の推移  

  

 

また、病床稼働率に加えて様々な施設基準の届出や生産性向上の取り組み

により、診療の質を評価する指標「入院日当円（患者１人１日当り診療収

入）」も向上を続けています。 

改革プラン策定以降は総医業収益（補助金を除く）が毎年増加しています

が、その要因として入院日当円アップが大きく貢献しています。令和２年度

以降の入院日当円の推移は資料６の通りです。令和５年度においては新型

コロナ特例（診療報酬の上乗せ算定）が一部終了したことによる入院日当円

が微減となっていますが、病床稼働率の向上により医業収益の対前年比プラ

スは継続する見込みとなっています。  
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【資料６】河北中央病院における入院日当円の推移  

 

 

⑤一般会計負担の考え方  

公立病院は、地方公営企業法等に基づき総務省が通知する「地方公営企業

繰出金について」にて定められており、一般会計からの負担はその基準に沿

って行われています。 

令和６年度の操出金基準において、公立河北中央病院に該当する操出項目

は次の通りです。 

 

 経費項目 一般会計等負担金の算定基準（繰出基準） 

1 
病院の建設改良に

要する経費  

病院の建設改良費及び企業債元利償還金のうち、その経営

に伴う収入をもって充てることができないと認められるものに相

当する額の２分の１  

2 
不採算地区病院の

運営に要する経費  

不採算地区に所在する許可病床数（感染症病床を除く）150

床未満の病院の運営に要する経費のうち、その経営に伴う収

入をもって充てることができないと認められるものに相当する額  

3 
救急医療の確保に

要する経費  

ア 救急病院等を定める省令により告示された救急告示病院

における医師等の待機及び空床の確保等救急医療の確

保に必要な経費に相当する額  

イ 災害時における救急医療のために行う施設 (通常の診療

に必要な施設を上回る施設)の整備(耐震改修を含む)に要

する経費に相当する額  

ウ 災害時における救急医療のために行う診療用具、診療材

料、薬品、水及び食料等 (通常の診療に必要な診療用具、

診療材料、薬品、水及び食料等を上回るものをいう)の備蓄
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 経費項目 一般会計等負担金の算定基準（繰出基準） 

に要する経費に相当する額 

4 
高度医療に要する

経費 

高度な医療の実施に要する経費のうち、これに伴う収入をもっ

て充てることができないと認められるものに相当する額  

5 

医師及び看護師等

の研究研修に要す

る経費 

医師及び看護師等の研究研修に要する経費の２分の１  

6 

病院事業会計に係

る共済追加費用の

負担に要する経費  

当該年度の４月１日現在の職員数が地方公務員等共済組合

法の長期給付等に関する施行法の施行の日における職員数

に比して著しく増加している病院事業会計に係る共済追加費

用の負担額の一部  

7 

公立病院経営強

化の推進に要する

経費 

①経営強化プランの実施状況の点検、評価及び公表に要す

る経費 

②経営強化プランに基づく公立病院の機能分化・連携強化

等に伴い必要となる施設の除却等に要する経費及び施設

の除却等に係る企業債元利償還金のうち、その経営に伴う

収入をもって充てることができないと認められるものに相当

する額 

③経営強化プランに基づく機能分化・連携強化等に伴い、新

たな経営主体の設立又は既存の一部事務組合若しくは広

域連合への加入に伴い経営基盤を強化し、健全な経営を

確保するために要する額のうち、その経営に伴う収入をもっ

て充てることができないと認められるものに対する出資に要

する経費（④の経費を除く）  

④経営強化プランに基づく公立病院の機能分化・連携強化

等に伴い、新たに必要となる建設改良費及び企業債元利

償還金のうち、その経営に伴う収入をもって充てることがで

きないと認められるものに相当する額の３分の２  

⑤公立病院医療提供体制確保支援事業として実施される経

営支援の活用に要する経費の２分の１  

8 
医師確保対策に要

する経費 

ア 医師の勤務環境の改善に要する経費  

公立病院に勤務する医師の勤務環境の改善に要する経

費のうち、経営に伴う収入をもって充てることが客観的に困

難であると認められるものに相当する額  

イ 医師の派遣を受けることに要する経費  

公立病院において医師の派遣を受けることに要する経費  
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一般会計からの繰入額については、不採算要因等を十分に分析した上で、

繰出基準額、地方財政計画、地方交付税の算定基準、類似団体における繰出

水準等を参考として、毎年度協議の上で実行します。 

 

⑥住民の理解のための取組  

経営強化プランによって河北中央病院が担う役割・機能を見直す場合に

は、その内容を津幡町民からの理解・納得を得られるような広報活動、周知

の取り組みが必要となります。 

河北中央病院では、公式ホームページや広報誌による情報発信の他、令和

４年１月には公式Facebookを開設し、住民との相互交流の取り組みも開始

しています。 

コロナ禍で中止していた出前講座や地域連携の会も令和４年度中に再開

し、健康教室や医療講演などの地域活動の充実を図っています。 

 

（２）医師・看護師等の確保と働き方改革  

①医師・看護師等の確保  

医師・看護師等の医療従事者を確保することは、持続可能な地域医療の確

保、医療の質の向上、新興感染症の感染拡大時等の対応等、公立病院の機能

維持・強化を図る上で極めて必要不可欠です。  

これまでも河北中央病院では、国における医師偏在対策や石川県が策定す

る医師確保計画を踏まえ、勤務環境の整備など医師・看護師等の医療従事者

を確保するための取り組みを行ってきました。  

現状、必ずしも潤沢ではないとは言え、金沢大学などと連携し常勤５名、

非常勤22名の医師を確保できています。また、看護職員についても入院機能

維持に必要な要員数を確保できており、現時点で人員配置基準上の課題はあ

りません。 

しかしながら、昨今の人件費高騰の影響で民間の他業種の平均賃金が大き

く向上しており、既存職員の流出や新規人材採用が困難となることが予測さ

れ、国の補助金や令和6年度の診療報酬改定で新設される処遇改善関連の加

算を活用した処遇改善を検討することが避けられない状況です。  

医療従事者の処遇改善に関しては、令和６年度診療報酬改定による処遇改

善関連の加算等も活用し、人材確保を図って行きます。  

 

②医師の働き方改革への対応  

河北中央病院では、医師の時間外労働規制が開始される令和６年度に向

け、適切な労務管理の推進、タスクシフト／シェアの推進、ＩＣＴの活用な
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どを通じて、医師の時間外労働縮減に取り組んできました。その結果、現時

点で時間外労働規制による影響はありませんが、引き続き働き方改革への対

応を推進して参ります。 

特に、タスクシフト／シェアの推進には、その担い手となる人材の確保が

重要です。河北中央病院では、医師の事務的作業（診療録入力、診断書作

成、退院時要約作成など）を補助する医師事務作業補助者を配置し、診療報

酬上の加算（医師事務作業補助体制加算）も届出しており、今後も人材育成

を継続してタスクシフト／シェアの充実に努めて参ります。  

更に、ＩＣＴの活用面においては、令和４年度末に刷新した医療情報シス

テムの効果で情報共有と業務効率化が進展し、医療安全管理体制の充実、医

療の質の向上に繋がっています。2025年度末には新たな電子カルテ共有サー

ビスが始まる予定であり、病院内だけでなく全国で情報共有可能な電子カル

テシステムがこれまでよりも低価格で導入可能な未来が近づいてきます。そ

の開発スケジュールも考慮しつつ、河北中央病院における診療情報システム

の在り方についても引き続き検討を進めて参ります。 

  

（３）経営形態の見直し  

既述の通り、河北中央病院は厚生労働省が公表した「再編統合について特

に議論が必要」とされる424病院にリストアップされましたが、その後の石

川中央医療圏地域医療構想調整会議において「地域包括ケアシステムの中核

病院」として引き続き地域医療の提供が求められました。 

今後も院長を中心に、大学病院等の協力を得ながら更なる医療の質の向上

（＝労働生産性の向上）を目指し、地域包括ケアシステムの中核となる病院

を目指して参ります。 

 

（４）新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取り組み 

新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、今後起こり得る新興感染

症等の感染拡大時に備えた取り組みを平時からより一層進めておく必要があ

ります。 

それに加え、令和６年度から始まる第８次医療計画には、新たに「新興感

染症等の感染拡大時の医療」が盛り込まれることとなり、各公立病院は平時

から新興感染症等の感染拡大時の対応に必要な機能を備えておくことが必要

とされました。 

河北中央病院では、これらの要請を踏まえて、以下の具体的対策を既に始

めており、今後更に充実させて行く予定です。  
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■新興感染症等の感染拡大に備えた対応の具体例  

・感染拡大用病床の確保（病床転用、スペース整備）  

・感染拡大時における地域の医療機関との連携・役割分担の明確化  

・感染拡大時を想定した専門人材の確保・育成  

・感染防護具等の備蓄 

・院内感染対策の徹底 

・クラスター発生時の対応方針の共有等（感染対策ＢＣＰ）  

 

 

（５）施設・設備の最適化  

①施設・設備の適正管理と整備費の抑制  

今後、人口減少や少子高齢化の急速な進展に伴い医療需要が変化していく

ことを踏まえ、長期的な視点で病院施設・設備の長寿命化や更新、新たな設

備・機器への投資を行うことが必要ですが、投資に当たっては財政負担を可

能な限り軽減するとともに、投資と財源の均衡を図ることが重要です。  

経営強化プランの計画期間内における施設・設備投資については、病院の

新築移転事業が筆頭となりますが、それに伴い、以下の設備・機器の更新も

併せて検討を行う必要があります。 

しかしながら、病院移転新築を控えていることから、移転新築までは現状

維持とします。 

 

■経営強化プラン期間内における施設・設備投資の範囲  

・新病院新築移転 

・電子カルテ、オーダリングシステム構築  

・医事システム更新 

・院内連絡網の整備（ナースコール連動型）  

・ＣＴなど大型検査機器の更新 

 

新病院移転新築の正式な決定、着工時期も現時点では未定ですが、正式決

定後は採算性と費用対効果を検証の上で適正な規模・機能の検討を行いま

す。 
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②デジタル化への対応  

令和４年度より開始となったマイナンバーカードの健康保険証利用（オン

ライン資格確認）については、河北中央病院でも導入早期からの準備を進

め、「医療情報システムの安全管理ガイドライン」に準拠する体制を構築

し、オンライン診療への活用等も視野に医療ＤＸへの対応を進めているとこ

ろです。 

マイナンバーカードを活用したオンライン資格確認については、薬剤情報

や特定健診情報等を提供することにより、医療保険事務の効率化や患者の利

便性向上に資するものであり、その利用促進のため、患者や地域住民への周

知等に率先して取り組んで参ります。 

近年、病院がサイバー攻撃の標的とされる事例が増加しています。医療に

おいて扱われる情報は極めてプライバシーに機微な情報であるため、厚生労

働省の医療情報システムの安全管理に関するガイドライン等を踏まえ、情報

セキュリティ対策を徹底した上で上記の取り組みを進めるほか、必要に応じ

て、津幡町の情報政策担当部門とも連携し、情報セキュリティ対策の強化・

充実を図って参ります。 

 

 

 

（６）経営の効率化等について  

①経営指標に係る数値目標  

経営の効率化は、地域の医療提供体制を確保し、良質な医療を継続的に提

供していくために必要不可欠であり、医療の質の向上等による収入確保や医

業費用の削減にも積極的に取り組むことが重要です。 

河北中央病院においては、改革プラン（平成24年度）及び新改革プラン

（平成29年度）に基づく経営改革を継続的に実施した結果、令和２年度に経

常黒字化を達成し、令和３年度には4億1680万円、令和４年度には3億1780

万円の経常利益（収益的収支）を計上しています。  

令和６年から令和９年まで４年間の経営強化プランにおいても記述の取り

組みを推進することで、経営強化プラン対象期間における数値目標を以下の

通り定めます。 
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■経営強化プラン対象期間における収支計画（令和６年度～９年度） 
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※（  ）は基準外 


